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認知症高齢者における日常生活自立度と攻撃行動との関連 1）

上 野 萌 子 *,**・田 村 啓 子 ***・内山伊知郎 ****

�e Relation of Daily Life Degree of Autonomy to Aggressive Behavior in  
Elderly with Dementia

Moeko UENO*,**, Keiko TAMURA*** and Ichiro UCHIYAMA****

In this study, we examined the relation of daily life degree of autonomy to aggressive behavior in elderly with de-
mentia. In the results, Rank IIIa of daily life degree of autonomy exhibited many instances of physical aggressive 
behavior. Regarding aggressive behavior termination methods, in Rank IIb of daily life degree of autonomy there 
were many occurrences of “Environment Adjustment,” whereas Rank IIIa showed “Acceptance and Supportive.” 
In particular, in Rank IIIa communication becomes di�cult. �erefore, the caregiver is required to take an accep-
tance response to provide the attacker with safety and security. As described above, the aim of the present study 
was to clarify the features of and e�ective response methods for aggressive behavior in each rank of daily life degree 
of autonomy. It is hoped this will lead to the reduction of aggressive behavior by elderly with dementia.
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問　　　題

2010年，日本における認知症高齢者は 280万人で
あり，2025年には 470万人になると推計されている
（厚生労働省，2012）。その対応が社会問題になって
おり，今後ますます深刻化することが予想される。
認知症の主症状は，記憶障害，失見当識といった
認知機能障害であるが，精神症状や問題行動が随伴
することがある。特に，せん妄，徘徊，物盗られ妄
想，興奮・暴力といった行動・心理症状（Behavior-

al and Psychological Symptoms of Dementia; 以下，BPSD

と記す）が生じることが多い（Black & Almeida, 

2004; 池田・福原・田邊，2002; 鈴木・野呂瀬・須
田・鈴木・関水・大内・猪狩・渡邊・中野・大庭，
2010）。BPSDは認知症高齢者の QOL (Quality of Life) 

を低下させるだけではなく，介護者の負担やストレ
スを増大させる原因になる。また，その認知症高齢
者が施設を利用している場合，BPSDが他の利用者に
影響を及ぼす可能性がある（九津見・山田・伊藤・
三上，2008）。
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BPSDの中でも，特に攻撃行動は対応困難な症状
であり，介護や治療にとって障害になっている。攻
撃行動は，「危害を避けようとしている他者に危害
を加えようとする行動」と定義されており (Baron & 

Richardson, 1994)，言語的なものや身体的なものな
ど様々な種類がある。この攻撃行動のために対人関
係が阻害され，家庭での介護が困難となり，老人
ホームへの入所が早まる傾向がある。また，攻撃行
動抑制のために，薬物が必要になることさえある
（Drachman, Swearer, O’Donnell, Mitchell, & Maloon, 

1992; Nilsson, Palmstierna, & Wistedt, 1988; Ryden, 

Bossenmaier, & McLachlan, 1991）。
Bridges-Parlet, Knopman, & �ompson (1994)や平田

(2003)は認知症高齢者の攻撃行動について分析を行
い，言語的攻撃行動と身体的攻撃行動の両方が生じ
ることを報告している。Ryden et al. (1991)は，認知
症高齢者の 7日間に及ぶ調査から，50.3％が身体的
攻撃行動を示し，47.6％が言語的攻撃行動を示すこ
とを明らかにした。また，最も多く攻撃行動が生じ
る場面は，入浴や更衣介助といった身体への接触場
面であることを報告している。認知症高齢者の攻撃
行動が生じる要因は様々であるが，単なる怒りによ
る攻撃というよりも，むしろ介護におけるパーソナ
ルスペースの侵害に対する防衛反応である場合が多
いという知見もある (Bridges-Parlet et al., 1994)。し
かし，認知症高齢者の攻撃行動を科学的に分析した
研究はほとんどなく，攻撃行動の発生に関しては十
分に解明されていない。そのため，介護の現場にお
ける攻撃行動に対する対応は，対症療法的に行われ
ているのが現状である。
日本では，老老発第 0324001号厚生省老人保健局
長通知（厚生省老健局老人保健課，1993）に記され
た「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」に従
い，認知症高齢者の日常生活自立度を決定し，それ
らの情報を加えてケアプランが計画されている。そ
の通知では，家庭内外での症状の出現や周囲との意
思疎通の困難さを基に，認知症高齢者の日常生活自
立度がランク IからランクMまでの 7段階に分類
されている。
認知症高齢者の日常生活自立度判定基準のランク

Iは，何らかの認知症を有するが，日常生活は家庭
内および社会的にほぼ自立しているランクである。
ランク IIは，日常生活に支障をきたすような症状

や意思疎通の困難さが多少見られても，誰かが注意
していれば自立できるランクである。ランク IIは

IIaと IIbに分けられ，ランク IIaでは家庭外でのみ
この状態が見られ，ランク IIbでは家庭内でもこの
状態が見られる。ランク IIIは，日常生活に支障を
きたすような症状・行動や意思疎通の困難さが見ら
れ，介護を必要とするランクである。ランク IIIも

IIIaと IIIbに分けられ，ランク IIIaは日中を中心と
してこの状態が見られ，ランク IIIbは夜間を中心
としてこの状態が見られる。ランク IVは，日常生
活に支障をきたすような症状・行動や意志疎通の困
難さが頻繁に見られ，常に介護を必要とするランク
である。また，ランクMでは，著しい精神症状や
周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ，専門医
療を必要とするランクである。介護の現場において
は客観的かつ短時間に判定できる評価法として日常
生活自立度がよく用いられているが，これまで日常
生活自立度と攻撃行動の関連を検討した研究はな
い。この日常生活自立度別に攻撃行動を分析するこ
とは，認知症高齢者の攻撃行動を理解することにつ
ながり，介護の仕方に示唆を与える知見が得られる
と考えられる。
そこで本研究では，認知症高齢者の日常生活自立
度別に攻撃行動について検討を行う。特に認知症高
齢者が施設を利用している場合，他の利用者や介護
職員などに多大な影響を与える可能性があるため
（e.g., 九津見他，2008），施設における認知症高齢者
の攻撃行動を検討する必要性が高いと考えられる。
施設を利用する認知症高齢者のうち特別養護老人
ホームの利用が最も多いため（厚生労働省，2012），
本研究では特別養護老人ホームにおいて認知症高齢
者を介護する職員，看護師，生活相談員に対して攻
撃行動に関するアンケートを実施する。そして，認
知症高齢者の攻撃行動の理解を深めるために，攻撃
行動を言語的攻撃行動と身体的攻撃行動に分け，認
知症高齢者の日常生活自立度と言語的攻撃行動およ
び身体的攻撃行動の出現の様相を明らかにすること
を第 1の目的とする。
また，認知症高齢者の攻撃行動を低減させるよう
な対応を行うことが社会的に求められている。
Ryden et al. (1991)は，介護者が攻撃行動への対応方
法に関する知識が不足しているために，より攻撃行
動を引き起こしてしまう可能性を指摘している。し
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たがって，攻撃行動に対処するためにどのような対
応方法が有効であるかを明らかにし，介護者に対し
て教育を行っていく必要がある。特に多くの認知症
高齢者と関わる介護職員などの福祉専門職にとっ
て，対応のための知識や技術の獲得が必要になる。
これまで，介護職員の日常的支援の中での BPSD

に対する対応方法に関する研究が行われている。例
えば，山下・小林・藤本・松本・古河 (2006)は，
一般病院において調査を行い，どのような対応方法
が行われているかを検討した。その結果，声かけ，
観察室への移動，および環境調整などの 13種類の
対応方法があることを明らかにした。また，Kutsumi, 

Ito, Sugiura, Terabe, & Mikami (2009)は，高齢者福祉
施設における専門職の介護職員を対象に，インタ
ビューを行った。そして，対応方法を“情緒・行動
的同調の技法”(Emotional and Behavioral-concordance 

techniques)，“受容・支持的技法”(Acceptance and 

Supportive techniques)，“制 限 の 技 法” (Restraining 

techniques)，“回避の技法”(Avoidance techniques)の

4カテゴリーに分類した。“情緒・行動的同調の技
法”は傾聴，要求に応じる，“受容・支持的技法”
は注意をそらす，安心してもらう，“制限の技法”
は向精神薬の使用，行動制限，“回避の技法”は他
の職員の協力を求める，無視するなどといった方法
である。このように日常的支援の中で活用できる
BPSDに対する対応方法が整理，検討されている。
しかし，BPSDの中でも攻撃行動に焦点を当てて，
日常生活自立度別に有効な対応方法を分析した研究
はない。
そこで，本研究では攻撃行動を低減させるための
介護のあり方に示唆を与えるために，介護職員など
の福祉専門職を対象に，認知症高齢者の日常生活自
立度別に攻撃行動を終息させるための方法を検討す
ることを第 2の目的とする。

方　　　法

調査場所
京都府内にある特別養護老人ホームを調査場所と
した。この施設には，日常生活全般において介護が
必要な 68歳から 101歳までの認知症高齢者 80名
（男性 11名，女性 69名； 平均年齢 85.08歳，SD＝

8.67歳）が長期入所していた。

調査対象者
特別養護老人ホームの正職員 45名およびアルバ

イト職員 8名の合計 53名（平均年齢 41.62歳，SD＝
11.41歳）を対象とした。内訳は，男性 15名（平均
年齢 32.67歳，SD＝5.05歳），女性 38名（平均年齢
45.16歳，SD＝11.31歳）であった。
質問紙
質問の内容は，認知症を発症している高齢者の攻
撃行動に関してであった。質問紙の構成について
は，以下の通りである。
1. 攻撃行動が起きた施設内の場所について，居

室，廊下，脱衣室，お風呂場，食堂，玄関，洗
面所，中庭，その他から一つ選択するように求
めた。

2. 攻撃行動が起きた時間について記入を求めた。
3. 攻撃行動を起こした対象の性別と年齢につい

て，性別を選択し，年齢を記入するように求め
た。

4. 攻撃行動の継続時間について，1分以内，1～2

分，3～5分，5分以上から一つ選択するように
求めた。

5. 攻撃行動の内容について，言語的か身体的かを
選択するとともに，その内容の詳細について記
述するように求めた。なお，言語的攻撃行動と
身体的攻撃行動が同時に起きた場合は両方を選
択し，その両方の内容を記述するように求め
た。

6. 攻撃行動が起きる直前の状況について，その状
況の様子を記述するように求めた。

7. 攻撃行動の終息方法について，どのようにおさ
まったかの方法を記述するように求めた。

調査実施期間
2012年 9月 10日から 9月 19日にかけて実施した。
手続き
調査対象者である特別養護老人ホームの職員に質
問紙を配布し，朝礼で記入方法などについて口頭で
説明を行った。最初に 1人当たり 5枚の質問紙を配
布したが，不足する場合はいつでも所属長に質問紙
をもらうことが出来ること，5枚に満たなくてもよ
いことを教示した。また，一つのケースについて，
1枚の質問紙に記載するように教示した。調査実施
期間終了の翌日に，調査対象者の所属長がすべて本
人から回収をし，提出を受けた。
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分析方法
回収した 110件のデータから，攻撃行動の内容お
よびその終息方法に関する回答を用いて，二つの分
析を行った。以下に，分析方法の詳細を示す。
分析 1.　認知症高齢者の日常生活自立度と攻撃行
動の関連　まず，攻撃行動の内容に関する記述か
ら，攻撃行動の種類の分類を行った。Ryden et al. 

(1991) に従い，ののしる，傷つけるような言葉を吐
く，軽蔑的な言葉を吐くなどを言語的攻撃行動，殴
る，蹴る，つねる，引っ掻く，かみつくなどを身体
的攻撃行動に分類した。その後，長期入所の認知症
高齢者 80名のうち言語的および身体的攻撃行動を
起こした人数をそれぞれ集計した。そして，言語的
攻撃行動と身体的攻撃行動の出現率に違いが見られ
るかを検討するために，McNemar検定を用いて分
析を行った。次に，認知症高齢者の日常生活自立度
ごとに，言語的および身体的攻撃行動を起こした人
数を集計した。そして，言語的および身体的攻撃行
動それぞれについて日常生活自立度によって出現率
に違いが見られるかを検討するために，Fisherの直
接確率法を用いて分析を行った。また，有意差が認
められた場合は，下位検定として残差分析を行っ
た。本研究では調整された残差を使用し，信頼区間
95％の信頼限界である±1.96以上である場合を各ラ
ンクの同等性を乱すセルと判断した。なお，すべて
の検定において有意水準は 5％未満とした。
分析 2.　認知症高齢者の日常生活自立度と攻撃行
動の終息方法の関連　まず，終息方法に関する記述
について，KJ法により筆者 2名で分類を行った。
そ の 後，Kutsumi et al. (2009)や 山 下 他 (2006)の

BPSDに対する日常的支援方法を参考に，分類名を
付した。攻撃行動の終息方法は，環境的側面に働き
かける“環境調整”，攻撃行動を起こした本人に直
接働きかける“感情・行動的同調”，“受容・支持”，
“指導”，攻撃者との状況から離れる“回避”の五つ
に分類がなされた。なお，“環境調整”は周囲の利
用者に移動してもらうといった人的な環境調整，
“感情・行動的同調”は傾聴，要求に応える，“受
容・支持”は注意をそらす，安心感を与える，“指
導”は言い聞かせる，“回避”は無視する，他の介
護者に助けを求めるなどであった。そして，攻撃行
動を起こした認知症高齢者のうち，これらの方法で
攻撃行動が終息した人数をそれぞれ集計した。これ

らの方法の出現率に違いが見られるかを検討するた
めに，McNemar検定を用いてそれぞれ分析を行っ
た。次に，認知症高齢者の日常生活自立度ごとに，
これらの方法で攻撃行動が終息した人数を集計し
た。そして，それぞれについて日常生活自立度に
よって出現率に違いが見られるかを検討するため
に，Fisherの直接確率法を用いて分析を行った。ま
た，有意差が認められた場合は，分析 1と同様に，
下位検定として残差分析を行った。なお，すべての
検定において有意水準は 5％未満とした。
倫理的配慮
本研究は，所属する同志社大学心理学部の倫理審
査の承認を受け，倫理的配慮のもとに実施した。調
査にあたり，調査への参加は任意であること，協力
を拒否した場合でも不利益を被ることがないこと，
調査の結果は個人が特定されないように統計的に処
理を行うこと，および結果は学会などにおいて公表
することについて口頭で十分に説明を行った。そし
て，調査対象者に口頭で調査実施の同意を得た後，
調査を実施した。

結　　　果

本研究においては，認知症高齢者の日常生活自立
度と攻撃行動の種類およびその終息方法の関連につ
いて分析を行った。なお，日常生活自立度のランク
別の人数は，ランク Iは 0名，ランク IIaは 6名，
ランク IIbは 11名，ランク IIIaは 38名，ランク
IIIbは 0名，ランク IVは 25名，ランクMは 0名
であった。
分析 1.　認知症高齢者の日常生活自立度と攻撃行動
の関連
攻撃行動を言語的および身体的攻撃行動に分類し
て検討を行った。長期入所の認知症高齢者 80名の
うち攻撃行動は 26名 (32.5％)において出現した。
なお，言語的攻撃行動は 19名 (23.8％)，身体的攻
撃行動は 15名 (18.8％)において出現した。言語的
および身体的攻撃行動の出現率に違いが見られるか
を分析した結果，有意な差は見られず，出現率は同
程度であった。
長期入所中の認知症高齢者の日常生活自立度に

よって，言語的攻撃行動および身体的攻撃行動の出
現に違いが見られるかを検討した。まず，認知症高
齢者の日常生活自立度の各ランクにおいて言語的攻
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撃行動の出現に分布差があるか否かを分析した (Table 

1)。その結果，言語的攻撃行動の出現の分布に有意
な差は認められなかった。
次に，認知症高齢者の日常生活自立度の各ランク
において身体的攻撃行動の出現に分布差があるか否
かを分析した (Table 2)。その結果，日常生活自立度
によって身体的攻撃行動の出現の分布には有意な差
が認められた (p＜.01)。残差分析を行ったところ，
日常生活自立度のランク IIIaにおいては身体的攻撃
行動が有意に多く（調整された残差 3.4, p＜.01），
日常生活自立度のランク IVにおいては身体的攻撃
行動が有意に少なかった（調整された残差－2.3, 

p＜.05）。
分析 2.　認知症高齢者の日常生活自立度と攻撃行動
の終息方法の関連
攻撃行動の終息方法について分析を行った。攻撃
行動を起こした 26名の認知症高齢者のうち，“環境
調整”は 9名 (34.6％), “感情・行動的同調”は 13名 

(50.0％), “受容・支持”は 19名 (73.1％), “指導”は
8名 (30.8％), “回避”は 12名 (46.2％) において見ら
れた。終息方法の出現率に違いが見られるかを分析
した結果，“環境調整”と“受容・支持”, “受容・
支持”と“指導”の間に有意な差が見られた (p

＜.05)。このことから，攻撃行動は“受容・支持”

により終息することが多かったと言える。
攻撃行動を起こした認知症高齢者の日常生活自立

度によって，攻撃行動を終息させるための有効な方
法に違いが見られるか検討した。なお，攻撃行動が
出現した認知症高齢者が単数であったため，ランク
IIaについては分析から除外した。認知症高齢者の日
常生活自立度のランクごとに，それぞれの終息方法
の出現に分布差があるか否かを分析した (Tables 3–7)。
その結果，Table 3に示したように，日常生活自
立度によって“環境調整”の出現の分布に有意な差
が認められた (p＜.01)。残差分析を行ったところ，
日常生活自立度のランク IIbにおいては“環境調整”
が有意に多く（調整された残差 3.2, p＜.01），日常
生活自立度のランク IIIaにおいては有意に少なかっ
た（調整された残差 －2.6, p＜.01）。また，Table 5

に示したように，日常生活自立度によって“受容・

Table 1 言語的攻撃行動の日常生活自立度別の出
現人数 (％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIa 5 (83.3) 1 (16.7) 6 (100)
IIb 7 (63.6) 4 (36.4) 11 (100)
IIIa 26 (68.4) 12 (31.6) 38 (100)
IV 23 (92.0) 2 (8.0) 25 (100)

合計 61 (76.2) 19 (23.8) 80 (100)

Table 2 身体的攻撃行動の日常生活自立度別の出
現人数 (％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIa 6 (100.0) 0 (0.0) 6 (100)
IIb 10 (90.9) 1 (9.1) 11 (100)
IIIa 25 (65.8) 13 (34.2) 38 (100)
IV 24 (96.0) 1 (4.0) 25 (100)

合計 65 (81.2) 15 (18.8) 80 (100)

Table 4 “感情・行動的同調”の日常生活自立度
別の出現人数 (％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIb 3 (75.0) 1 (25.0) 4 (100)
IIIa 8 (44.4) 10 (55.6) 18 (100)
IV 1 (33.3) 2 (66.7) 3 (100)

合計 12 (48.0) 13 (52.0) 25 (100)

Table 3 “環境調整”の日常生活自立度別の出現
人数 (％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIb 0 (0.0) 4 (100.0) 4 (100)
IIIa 15 (83.3) 3 (16.7) 18 (100)
IV 2 (66.7) 1 (33.3) 3 (100)

合計 17 (68.0) 8 (32.0) 25 (100)

Table 5 “受容・支持”の日常生活自立度別の出
現人数 (％)

日常生活自
立度 出現なし 出現あり 合計

IIb 1 (25.0) 3 (75.0) 4 (100)
IIIa 3 (16.7) 15 (83.3) 18 (100)
IV 3 (100.0) 0 (0.0) 3 (100)

合計 7 (28.0) 18 (72.0) 25 (100)
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支持”の出現の分布に有意な差が認められた (p＜.05)。
残差分析を行ったところ，日常生活自立度のランク
IIIaにおいては“受容・支持”の出現が有意に多く
（調整された残差 2.0, p＜.05），日常生活自立度のラ
ンク IVにおいては有意に少なかった（調整された
残差－3.0, p＜.01）。その他の終息方法の出現につい
て分布差は認められなかった。

考　　　察

本研究においては，特別養護老人ホームに長期入
所中の認知症高齢者の攻撃行動について，介護職員
などの福祉専門職を対象にアンケート調査を行い，
日常生活自立度と攻撃行動の関連を検討した。
先行研究 (e.g., Ryden et al., 1991)において認知症
高齢者は攻撃行動が生じやすくなることが指摘され
ているが，本研究においても長期入所の認知症高齢
者のうち攻撃行動が 32.5％において出現した。佐
藤・長田 (2012)は，認知症高齢者はせん妄や幻覚
が起きやすく，正常な状況の把握ができなくなるこ
とにより攻撃行動が生じる可能性を指摘している。
このように介護職員などの他者との関わりのなか
で，他者が自分に対して危害を加えるとみなすこと
により，攻撃行動が生じやすくなるのではないかと
考えられる。また，攻撃行動を言語的攻撃行動およ
び身体的攻撃行動に分類して集計した結果，言語的
攻撃行動は 23.8％，身体的攻撃行動は 18.8％におい

て出現しており，出現率はほぼ同程度であった。
まず，本研究の第 1の目的である，認知症高齢者
の日常生活自立度と攻撃行動の出現の関連について
考察する。認知症高齢者の日常生活自立度と言語的
および身体的攻撃行動の関連を検討したところ，認
知症高齢者の日常生活自立度のランク IIIaでは身体
的攻撃行動が優勢であることが明らかになった。言
語的および身体的攻撃行動の出現は同程度であった
が，認知症高齢者の日常生活自立度別に見ると，言
語的攻撃行動から身体的攻撃行動に移行する可能性
が示唆された。また，常に介護が必要となる日常生
活自立度のランク IVになると，認知機能がさらに
低下し，ほとんど攻撃行動が生じないことが明らか
になった。これまで，Ryden et al. (1991)は，攻撃行
動を起こす半数の認知症高齢者は日常生活がかなり
依存的であったことを報告している。他方，平田
(2003)は，独歩可能で活動力が高いと攻撃行動を起
こすと指摘しており，認知症高齢者の日常生活自立
度と攻撃行動の関連については明らかにされていな
かった。本研究においては，攻撃行動を言語的およ
び身体的攻撃行動に分類し，日常生活自立度との関
連を検討することにより，日常生活自立度と攻撃行
動の種類が関係している可能性が示唆された。
日常生活自立度の判定基準によると（厚生省老健

局老人保健課，1993），日常生活自立度のランク
IIIaでは特に意思疎通の困難さが大きくなることが
特徴の一つとして挙げられる。福井 (2005)による

と，BPSDは認知症高齢者のニーズの表現として捉
えることができると言われている。高齢者が認知症
により意思表現が制約されるため，自分のニーズを
表すために BPSDが生じるということである。特
に，日常生活自立度がランク IIIaになると意思疎通
が困難になり，自分のニーズをうまく言葉で伝える
ことができないため，攻撃行動の身体化など攻撃行
動の激しさになって現れると考えられる。このよう
な身体的攻撃行動は，施設内において介護職員や他
の利用者に影響を及ぼす可能性がある。そのため，
身体的攻撃行動が生じやすくなる日常生活自立度の
ランク IIIaの認知症高齢者への対応には注意が必要
であると言える。
次に，本研究の第 2の目的である，認知症高齢者
の日常生活自立度と攻撃行動の有効な対応方法の関
連について考察する。介護職員などの福祉専門職に

Table 6 “指導”の日常生活自立度別の出現人数  
(％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIb 2 (50.0) 2 (50.0) 4 (100)
IIIa 13 (72.2) 5 (27.8) 18 (100)
IV 2 (66.7) 1 (33.3) 3 (100)

合計 17 (68.0) 8 (32.0) 25 (100)

Table 7 “回避”の日常生活自立度別の出現人数  
(％)

日常生活 
自立度 出現なし 出現あり 合計

IIb 2 (50.0) 2 (50.0) 4 (100)
IIIa 10 (55.6) 8 (44.4) 18 (100)
IV 2 (66.7) 1 (33.3) 3 (100)

合計 14 (56.0) 11 (44.0) 25 (100)
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おける認知症高齢者の攻撃行動を終息させるための
方法について検討した結果，攻撃者本人に働きかけ
る“受容・支持”が多く出現した。日常生活自立度
別に見ると，日常生活自立度のランク IIbでは周囲
の人に移動してもらうなど環境的側面に働きかける
“環境調整”の出現が多く，日常生活自立度のラン
ク IIIaでは“受容・支持”の出現が多かった。この
ことから，日常生活自立度によって有効な対応方法
が異なる可能性が示唆された。
日常生活自立度の判定基準によると（厚生省老健
局老人保健課，1993），日常生活自立度のランク IIb

は日常生活に支障をきたすような症状や意思疎通の
困難さが多少見られても，誰かが注意していれば自
立できるランクである。このように認知機能が比較
的高いことから，周囲の環境を整えることで状況に
適応できるのではないかと考えられる。また，認知
症が軽度である場合，他者との関わりのなかで，報
復・制裁，印象操作といった戦略的な攻撃行動が見
られることがある（佐藤・長田，2012）。したがっ
て，認知症高齢者の攻撃行動の誘発刺激である周囲
の利用者に移動してもらうなど，環境的側面に働き
かけることが攻撃行動を終息させるために有効であ
ると考えられる。
他方，日常生活自立度のランク IIIaはランク IIb

よりも認知機能が低下し，状況を正しく判断するこ
とが難しくなると考えられる。したがって，介護の
場面であっても何をされているかわからず，回避や
防衛といったニーズの表現として攻撃行動が生じる
可能性がある (e.g., Bridges-Parlet et al., 1994)。特に，
日常生活自立度のランク IIIaにおいては意思疎通が
困難になることにより身体的攻撃が生じ，攻撃行動
の激しさが増すが，安全と安心を与える受容的な対
応をとるといった感情面への働きかけをすることに
よって認知症高齢者を落ち着かせることができると
考えられる。
日常生活自立度のランク IIIaにおける“受容・支

持”の対応の中で，好きな歌番組を見てもらうとい
う回答が多く見られた。Clark, Lipe, & Bilbrey (1998)

は，入浴中に音楽を流すことにより，認知症高齢者
の攻撃行動が減少するかを検討するために介入研究
を行っている。その結果，音楽を聞いた認知症高齢
者は攻撃行動が減少することが明らかになってい
る。この結果と同様に，本研究においても，ランク

IIIaの認知症高齢者を落ち着かせるためには，好き
な歌番組を見てもらうことが有効である可能性が示
唆された。
また，安心してもらえるように声かけをすると
いった回答も多く見られた。相手を落ち着かせるた
めに，声かけは非常に重要である。例えば，高齢者
に話しかける際，パトロナイジング・スピーチ (Pa-

tronizing speech)と呼ばれる短い文章でゆったりと
した話し方になることが知られている (Williams, 

Kemper, & Hummert, 2003)。認知機能が低下した高
齢者に合わせたこのような柔らかな声かけは，親密
感を生み，落ち着かせるために重要な役割を果たす
と考えられる。食事，更衣，および入浴介助といっ
た介護をやめることができない場面においても，こ
のような感情面への働きかけは最も有効な対応方法
であると言える。
以上のように，日常生活自立度のランク IIIaでは

身体的攻撃行動の出現の割合が多く，介護において
特に注意が必要であることが示された。これは意思
疎通の困難さにより，ニーズの表現として生じてい
る可能性がある。このような攻撃行動が生じた場
合，日常生活自立度のランク IIbに有効な人的な環
境調整だけではなく，攻撃者本人に直接介入し，安
全と安心を与える受容的な対応をとることが有効で
あると考えられる。
このように日常生活自立度ごとに攻撃行動の特徴
および有効な対応方法が明らかになったことは，介
護の仕方に示唆を与えると考えられる。すなわち，
日常生活自立度を参考に，攻撃行動に対応していく
ことで認知症高齢者の攻撃行動の軽減につながるこ
とが予想される。また，認知症高齢者を介護する福
祉専門職に対して，これらの知見を基にした教育の
機会を設けることが必要となるだろう。今後さら
に，家庭において認知症高齢者の介護を行っている
家族介護者についても，これらの知見がどこまで適
用できるかを検討していくことが望まれる。また，
介護者の対応のための知識や技術の獲得を促すため
に，さらに認知症高齢者の要介護度や身体状況など
ケアプランの計画に用いられている情報についても
考慮していく必要があるだろう。
本研究においては，攻撃行動に関連する要因とし
て認知症高齢者の日常生活自立度に焦点を絞り，検
討を行った。しかし，認知症高齢者の攻撃行動には
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年齢や認知症の原因疾患等の多くの関連する要因が
あると考えられる。そこで今後，年齢，認知症の原
因疾患の種類，さらにはパーソナリティ特性などと
攻撃行動の関連についても検討し，認知症高齢者の
攻撃行動の特徴をより明らかにすることが望まれ
る。
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